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地震がわかる

平成 7年（1995年）1月17日に発生した阪神・淡路大震災は、6,434名の死者を出し、10万棟を超える建物

が全壊するという戦後最大の被害をもたらすとともに、日本の地震防災対策に関する多くの課題を浮き彫りに

しました。

これらの課題を踏まえ、平成 7年（1995年）7月、全国にわたる総合的な地震防災対策を推進するため、地

震防災対策特別措置法が議員立法によって制定されました。

地震調査研究推進本部は、地震に関する調査研究の成果が国民や防災を担当する機関に十分に伝達、活用さ

れる体制になっていなかったという課題意識の下に、行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制

を明らかにし、これを政府として一元的に推進するため、同法に基づき総理府に設置（現・文部科学省に設置）

された政府の特別の機関です。

地震調査研究推進本部の概要

1．地震調査研究推進本部の基本的な目標と役割

□基本的な目標
地震防災対策の強化、特に地震による被害の軽減に資する地震調査研究の推進

□役　割
1．総合的かつ基本的な施策の立案
2．関係行政機関の予算等の事務の調整
3．総合的な調査観測計画の策定
4．関係行政機関、大学等の調査結果等の収集、整理、分析及び総合的な評価
5．上記の評価に基づく広報

2．地震調査研究推進本部の構成

地震調査研究推進本部は、本部長（文部科学大臣）

と本部員（関係省庁の事務次官等）から構成され、

その下に学識経験者および関係機関の職員から構成

される「政策委員会」と「地震調査委員会」が設置

されています。

「政策委員会」では、地震調査研究の推進に関する

基本的な施策の立案、予算等の事務の調整、評価に

基づく広報等を行っています。

「地震調査委員会」は、毎月定期的に開催し、調査

観測結果や研究成果を整理・分析して地震活動を総

合的に評価するとともに、その結果を公表していま

す。また、被害地震が発生した場合や顕著な地殻活

動が発生した場合等には、臨時会議を開催し、地震

活動の現状や余震の発生確率等について評価を行っ

ています。

地震調査研究推進本部では、今後10年間の地震調査研究の指針である「新たな地震調査研究の推進につい

て－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」について、平成21

年度より施策を開始すべく審議を進めてます。

国、地方公共団体等の防災対策

政策委員会 地震調査委員会

気象庁

総合基本施策
調査観測計画

調査観測データ、研究成果

調査観測、研究等の実施

文部科学省 国土地理院 気象庁 海上保安庁 大学

（独）防災科学
技術研究所

（独）海洋研究
開発機構

（独）産業技術
総合研究所

（独）情報通信
研究機構

消防研究
センター

連携



25

地震がわかる

3．地震発生可能性の長期評価

地震調査研究推進本部では、地震の規模や一定期間内に地震が発生する確率を予測したものを「地震発生可

能性の長期評価」と呼び、全国の主要活断層帯および7つの海域に区分された海溝型地震について評価を行っ

ています。

地震発生可能性の長期評価では、規模の大きな地震が起こる「場所」や、その具体的な「規模（マグニチュー

ド）」と地震の発生「確率」を知ることができます。

・地震の「発生確率」
地震は断層がずれ動くこと

により発生しますが、個々の
断層はある程度決まった間隔
で活動していると考えられて
います。その活動の間隔がわ
かり、そして前回の活動時期
がわかれば、次の活動時期が
ある程度は予想できます。し
かし、実際の活動間隔にはば
らつきがあるため、次の活動
時期は確率を使って表現して
います。

●地震の発生確率と事故や他の災害に遭う確率
地震の発生確率の多くは数パーセントと、とても小さな値に見えます。しかし、この小さな値は決して安全

を示す数字ではありません。

例えば30年間で交通事故で死亡する確率は約0.2%＊1です。この数字と比べても地震の発生確率が低いもの

ではないことがわかります。さらに、地震は、たとえ発生確率が低くても、いったん発生すればその被害は甚

大なものとなる可能性があります。確率を受け止めるに当たっては、地震が発生した場合の被害の大きさも考

え合わせることが不可欠です。

＊1 消防白書の統計に基づき、一定の仮定のもとに計算
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45 木曽山脈西縁断層帯（主部：南部）
M6.3程度 ほぼ0％～4％

81 中央構造線断層帯（金剛山地東縁－和泉山脈南縁）
M8.0程度 ほぼ0％～5％

92 別府－万年山断層帯
（大分平野－由布院断層帯：西部） M6.7程度 2％～4％
（大分平野－由布院断層帯：東部） M7.2程度 0.03％～4％

宇部沖断層群（周防灘断層群）（主部）
M7.6程度 2％～4％

93 布田川・日奈久断層帯（中部：ケース1）
M7.6程度 ほぼ0％～6％

43 富士川河口断層帯
M8程度 0.2％～11％

36 神縄・国府津－松田断層帯
M7.5程度 0.2％～16％

6 石狩低地東縁断層帯（主部）
M7.9程度 0.05％～6％もしくはそれ以下

7 黒松内低地断層帯
M7.3程度以上 2％～5％以下

46 境峠・神谷断層帯（主部）
M7.6程度 0.02％～13％

57 森本・富樫断層帯
M7.2程度 ほぼ0％～5％

75 京都盆地－奈良盆地断層帯南部
（奈良盆地東緑断層帯）
M7.4程度 ほぼ0％～5％

82 山崎断層帯（主部：南東部）
M7.3程度 0.03％～5％

65 琵琶湖西岸断層帯　M7.8程度 0.09％～9％

80 上町断層帯　M7.5程度 2％～3％

48 高山・大原断層帯（国府断層帯）
M7.2程度 ほぼ0％～5％

56 砺波平野断層帯・呉羽山断層帯
（砺波平野断層帯東部）

M7.0程度 0.04％～6％
（呉羽山断層帯）

M7.2程度 ほぼ0％～5％

41 糸魚川－静岡構造線断層帯（牛伏寺断層を含む区間）
M8程度 14％

19 庄内平野東縁断層帯　M7.5程度 ほぼ0％～6％

18 山形盆地断層帯（北部）M7.3程度 0.002％～8％

25 櫛形山脈断層帯　M6.8程度 0.3％～5％

   サロベツ断層帯　M7.6程度 4％以下

相模トラフ沿い
（大正型関東地震）M7.9程度 ほぼ0％～1％

その他の南関東のM7程度の地震
M6.7～7.2程度 70％程度

三陸沖から房総沖の海溝寄り
津波地震
Mt8.2前後※　20％程度
（特定海域では6％程度）

正断層型
M8.2前後　4％～7％程度
（特定海域では1～2％程度）

想定東海地震
（参考値）M8.0程度 87％

日向灘のプレート間地震
M7.6前後 10％程度

安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震
M6.7～7.4  40%程度

根室沖　M7.9程度 40％程度
十勝沖と同時発生の場合　M8.3程度

十勝沖　M8.1前後 0.1％～1％
根室沖と同時発生の場合　M8.3程度

三陸沖北部
M8.0前後 0.1％～10％
M7.1～7.6 90％程度

茨城県沖　M6.8程度　90％程度

福島県沖　M7.4前後　7％程度以下

宮城県沖　M7.5前後　99％
三陸沖南部海溝寄りの領域と同時発生の場合　M8.0前後

北海道北西沖　M7.8程度 0.006％～0.1％

佐渡島北方沖　M7.8程度 3％～6％

秋田県沖　M7.5程度 3％程度以下

東南海地震
M8.1前後 60％～70％程度
南海地震と同時発生の場合 M8.5前後

南海地震
M8.4前後 50％程度
東南海地震と同時発生の場合 M8.5前後

37 三浦半島断層群
（主部：武山断層帯）

M6.6程度もしくはそれ以上 6％～11％
（主部：衣笠･北武断層帯）

M6.7程度もしくはそれ以上 ほぼ0％～3％

52 阿寺断層帯（主部：北部）　M6.9程度 6％～11％

108 警固断層帯（南東部）M7.2程度 0.3％～6％

95 雲仙断層群（南西部：北部）M7.3程度 ほぼ0％～4％

活断層で発生する地震

海溝型地震 地震発生確率が高いグループの活断層
地震発生確率がやや高いグループの活断層
その他の活断層

（地震発生確率は2008年１月１日を基準にした30年以内の確率値）

※Mt：津波の高さから求める地震の規模

主要活断層帯と海溝型地震の長期評価結果
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4．全国を概観した地震動予測地図

地震調査研究推進本部は平成17年 3月に、「全国を概観した地震動予測地図」を公表しました。

この地震動予測地図は、地震調査委員会がこれまで取り組んできた、主要活断層帯で発生する地震の長期評

価、および海溝型地震の長期評価、ならびに特定の地震を取り上げて行った、地震発生時の揺れの強さを評価

する強震動評価の成果等を踏まえて作成したものです。

地震動予測地図は、「確率論的地震動予測地図」と「震源断層を特定した地震動予測地図」（長期評価の結果

をもとに、ある特定の地震が発生したときの、ある地域の揺れの強さを予測した地図）という、観点の異なる

2 種類の地図で構成されています。地震調査研究推進本部としては、これらの見方の異なる 2 種類の地図を、

将来の地震に対する備えを考える上での検討目的や知りたい情報に応じて適切に使い分けることが必要と考え

ています。

地震調査委員会が作成した「確率論的地震動予測地図」および「震源断層を特定した地震動予測地図」は、
地震防災意識の高揚のために用いられるほか、以下の利用が想定されます。

全国を概観した地震動予測地図の基本的な使い方

「全国を概観した地震動予測地図」の活用

○確率論的地震動予測地図
全国を概観することができ、地震によって強い
揺れに見舞われる可能性の地域差を知ることが
できる。

○震源断層を特定した地震動予測地図
個々の地震に対して周辺で生じる強い揺れの分
布を知ることができる。

地震に関する調査観測関連 地域住民関連

地震に関する調査観測の重点化 地域住民の地震防災意識の高揚

地震防災対策関連 リスク評価関連

土地利用計画や、施設・構造物の耐震設計
における基礎資料

重要施設の立地、企業立地、地震保険料率
算定などのリスク評価における基礎資料

26%以上
確率

6%～26%　高い
3%～6%
0.1%～3%やや高い
0.1%未満

■今後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞わ
れる確率の分布図（基準日2008年1月1日）

警固断層帯（南東部）の地震を想定した強震動評価 
（平成20年4月公表） 

震度 

6.05.55.04.53.52.51.50.5

福岡 

北九州 

佐賀 

0 1 2 3 4 5弱 5強 6弱 6強以上 

■活断層で発生する地震を想定した強震動評価
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確率論的地震動予測地図

確率論的地震動予測地図は、「ある一定期間内に、ある地域が強い揺れに見舞われる可能性」を確率論的手

法により評価し、地図上に示しています。

この地図の作成には、評価の対象とする地域に影響を及ぼすと考えられる、全ての地震が考慮されています。

そのようなモデル化をした地震は、長期評価を行った地震の他に、活断層が特定されていない場所で発生する

地震などの予め震源を特定しにくい地震も含まれています。

確率論的地震動予測地図は、1 種類の地図だけではなく、「期間」、「揺れの強さ」、「確率」の 3 つのうち 2

つを固定し、残りの 1つの状況を地図上に示すことができます。ここでは、例として「期間」と「揺れの強さ」

を固定した、「確率」の全国分布図を示します。確率論的地震動予測地図に関する報告書は、「全国を概観した

地震動予測地図」として地震調査研究推進本部のホームページで公開されています（http://www.jishin.go.jp/

main/chousa/08_yosokuchizu/index.htm）。また、独立行政法人防災科学技術研究所のホームページでは、地

震の種類・揺れの強さ・確率・期間・市区町村名などの条件を変更して地図を表示させることなどが可能な、

「地震ハザードステーション」（http://www.j-shis.bosai.go.jp/）が公開されています。

■確率論的地震動予測地図
今後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率の分布図（基準日2008年1月1日）

26%以上
確率

6%～26%　高い
3%～6%
0.1%～3%やや高い
0.1%未満



古紙配合率70%再生紙を使用しています 
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文部科学省 研究開発局 地震・防災研究課
（地震調査研究推進本部事務局）
〒１００-８９５９ 東京都千代田区霞が関３-２-２

電話 ０３-５２５３-４１１１（代表） E-mail：jishin@mext.go.jp

ホームページ　http://www.jishin.go.jp/ 検索ワード
［キッズページ］http://www.jishin.go.jp/kids/

地震本部ニュース　http://www.jishin.go.jp/main/p_koho04.htm

この冊子は、文部科学省の委託により、（財）地震予知総合研究振興会地震調査研究センターが作成し
ました。この冊子に掲載している地震動予測地図の海岸線および県境は、国土地理院長の承認を得て、
同院発行の数値地図２５０００（空間データ基盤）を複製したものです。

（承認番号　平１９総複、第１２１０号） （H２０.１２）
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